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１ 安倍政権における ｢新たな労働時間制度｣ については､ 伍賀一道 『｢非正規大国｣ 日本の雇用と労働』
新日本出版社､ 2014 年､ 276～279 ページを参照されたい｡
２ 日本経済団体連合会 『2014 年版 経営労働政策委員会報告』 2014 年､ 21～22 ページ｡















された｡ ｢2009 年 1 月から 3 月までの国内の
減産が大きく､ 前年実績を 100 として生産計
画をみると､ 2009 年 1 月・65.66､ 2 月・
35.67､ 3 月・41.23､ そして 4 月は 42.28 と
なっている｡ …2009 年 1 月から 6 月までの
累計は､ 対前年実績と比較して国内生産台数
は 109 万 8,660 台の減産､ 総台数は 210 万
6,127 台の減産となり､ 国内生産は対前年実
績を 100 とすると 49.10 ､ 総生産台数は
53.36 の水準となっている｣4｡ また時間外労











で､ 5 月 10 日以降 4 週間は､ 仕入先への影
響を考慮しつつ､ こうした状況下でも､ 少し
でも効率的な生産活動を行うため､ 完成車ラ
インでは､ 週 5日､ 通常の 5割程度の稼動と
し､ 基本的に 1 直のみ生産活動を行い､ 2 直
中京企業研究2
表 1 会社休業日の理由
●2 月・3 月については､ 合計 9 日分､ 計 18 直もの全社的な稼動停止を行なわざるを得ず､ その全てを
『一斉年休』 によって対応することは､ 労働基準法の趣旨からも適当ではない｡
●稼動停止については､ ラインは非稼動とするものの出勤を行う､ いわゆる ｢計画停止｣ と､ ｢全社休業｣､
｢一斉年休｣ を組み合わせて対応することが重要であると考えている｡
(出所) トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.0910,2009 年 1 月 21 日より作成した｡
注： 杉山 直 ｢トヨタの減産と労働者の生活―賃金を中心にして―｣ 『中京経営研究』 第 19 巻第 1号､
2009 年､ 49 ページによる｡
４ 杉山 直 ｢トヨタの減産と労働者の生活―賃金を中心にして―｣ 『中京経営研究』 第 19 巻第 1 号､ 2009
年､ 47 ページ｡
表 2 2009 年 2 月・3月の稼動停止日と勤務の取り扱い
一斉年休 計画停止日 会社休業日
2月 14 日 (土)・21 日 (土) 5日 (木)・6日 (金) 13 日 (金)
3 月 14 日 (土)・20 日 (金)・21 日 (土) 13 日 (金) 2 日 (月)
(出所) トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.0910,2009 年 1 月 21 日より作成した｡
注： 表 1に同じ｡
を停止したい｣5 と伝えた｡ この 2 直稼動停
止は19直分に該当し､ うち10直をカレンダー






これに対し組合は､ ｢4 月の 3 日間と 5 月
の 6.5 日間の､ 合計 9.5 日間の 『会社休業』
は､ 会社の置かれた状況を踏まえても､ 組合
員への収入面での影響は大変大きいものとな
る｣7､ ｢とりわけ､ 休業については､ 2009 年
の大減産時の 3日を大きく超える 9.5 日の休






なお､ カレンダー変更での 10 直分 ｢3 月､
5 月に休日とした 10 日分の代替稼働日｣ の
振替は 9月以降の生産計画に盛り込まれた｡
ただし､ 堤工場のプリウス・プリウスαが好






関連ユニット工場において､ '11 年 9 月から'
12 年 3 月まで､ 特別にライン残業を日当た
り最大 2.5 時間までの計画､ さらに堤工場で
は､ 第 1・2 ラインとそれに連動している職
場､ 三好工場では､ CVJ に関係する職場に
おいて､ 直間をそれぞれ 75 分､ 90 分に変更
したい｡ 一部のユニット職場では､ 日当たり


























９ トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.1022－①､ 2011 年 8 月 31 日｡
10 同上｡
11 トヨタの賃金制度については､ 猿田正機 『トヨタシステムと労務管理』 税務経理協会､ 1995 年､ 第 5章､
杉山 直 ｢トヨタの賃金制度 (上) ・ (下)｣ 『賃金と社会保障』 No.1371・1372､ 2004 年 6 月上旬号・
下旬号などを参照されたい｡






近年トヨタでは､ 労働時間短縮 (時短) を
労使協議の要求に含めることはほとんどない｡
少なくとも筆者が保有している資料では､



















(1) 52 期後期 (2009 年 9 月～2010 年 8 月)







動方針が提起されたのは 52 期後期 (2009 年
9 月～8月) になる｡
52 期後期の運動方針取り組み項目は､
｢Ⅰ 活動を進めるにあたって｣ ｢Ⅱ 足腰の
しっかりした力強い職場づくり｣ ｢Ⅲ 魅力




























13 拙稿 ｢トヨタの生産方式と労働時間 (上) ・ (下)｣ 『賃金と社会保障』 No.1382・1383､ 2004 年 11 月
下旬・12 月上旬号を参照されたい｡
14 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.0940､ 2009 年 9 月 3 日｡
15 同上｡
以上の点をふまえて取り組み内容を提示し






















年間所定外労働時間 360 時間は 36 協定締結
による数値であることから遵守するのが一般
的だが､ トヨタの 36 協定はいわゆる特別条
項つきであり､ その数値は技能系労働者 600


















次に ｢3. 働き方の質的向上と､ 変化への
着実な対応｣ であるが､ ・は重要である
ことは間違いないが紙幅の関係上割愛する｡



















18 正確には ｢P-A：600 時間､ それ以外 720 時間｣ である｡ ワークルールの遵守と負荷適正化の取り組み
については､ 拙稿 ｢トヨタの働き方の変化｣ 猿田正機編著､ 杉山 直・浅野和也・宋 艶苓・櫻井善行著
『逆流する日本資本主義とトヨタ』 税務経理協会､ 2014 年を参照されたい｡























にかく 360 時間を超えないこと､ 超えないた
めにどうしたらよいか考えることを強調して
いる｡































23 同上｡ U・TIME制度とは､ ｢事務技術職の主任職 (係長級) を対象に､ コアレス・フレックス・タイム
制を基本に､ 業務の繁閑にあわせた労働時間の配分や始終時刻の選択の幅をいっそう拡大し､ 対象者の
自主的な管理に委ねるもので､ 達成感ややりがいにつなげることを狙った制度である｣｡ 願興寺之
｢労働組合の存在意義｣ 石田光男・寺井基博編著 『労働時間の決定―時間管理の実態分析―』 ミネルヴァ
書房､ 2012 年､ 98 ページ｡ 願興寺氏は S社としているが内容からトヨタと推察できる｡ また､ U・TI
ME制度の詳細は､ 拙稿 ｢トヨタの生産方式と労働時間｣ 猿田正機編著 『トヨタ企業集団と格差社会』
ミネルヴァ書房､ 2008 年､ 196～223 ページ｡
24 願興寺､ 同上論文､ 106 ページ｡
25 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.0940､ 2009 年 9 月 3 日｡
26 同上｡
(2) 53期前期 (2010年 9月～2011年 8月)・
後期 (2011 年 9 月～2012 年 8 月)








働条件の実現｣27 に含まれている｡ なお､ ｢年
休｣ と ｢カレンダー｣ について､ 52 期後期
では ｢労働時間｣ として扱われていたが､ 53
期前期では ｢労働時間｣ の見出しはなくなっ
た｡ ｢年休｣ と ｢カレンダー｣ は､ Ⅲの ｢2.















































































































































巻く環境｣ ｢Ⅱ 活動の基調｣ はほぼ同じだ

















































































































40 なお､ 54 期後期運動方針について 54 期前期とほぼ同じ文言・内容であるため割愛した｡
41 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.1062､ 2012 年 9 月 5 日｡















































るため､ 執行部から好事例を職場役員に展開していく｡ また､ 運用上の課題・対応について会社と議論｡
出所：トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.1062､ 2012 年 9 月 5 日より作成｡









































おり､ ｢提言活動｣ と ｢生産対策活動｣ から
構成されている｡ これまで見てきた働き方改
革と同時期のものを確認したい｡





表 6 働き方の変革 (技能職) における ｢職場体制の整備｣ のポイント
○生産変動などに伴う､ 全社を上げた頻繁な要員対応や稼動対応が増えてきている中､ 職場への影響や職
場実態を把握し､ 課題があればすぐに会社と議論｡
・Ｐ部門については､ 需要変動がある中でも､ 安全・品質を大前提とし､ また､ 職場力を一層高めながら､
需給・設備・要員・稼動・職場体制面など､ 需要変動にどのように対応すべきか､ 幅広く会社と議論｡











○ ｢モノづくり基盤の強化に向けた働き方変革検討委員会｣ で議論された取り組みに関して､ 職場の状況
を確認し､ 課題に関しては会社と議論｡
出所：表 3に同じ｡





















































45 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.1024､ 2011 年 9 月 5 日｡ 52 期後期､ 53 期前期も同じ文
章である｡
46 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.0983､ 2010 年 9 月 3 日｡
47 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.1024､ 2011 年 9 月 5 日｡
48 同上｡
表 7 ｢生産対策活動｣ における活動のポイント〈年度計画・月度計画のフォロー〉























































54 期後期においても ｢提言活動｣ と ｢生
産対策活動｣ について述べている｡ ｢提言活
動｣ では文言はほとんど変わっておらず､ 54




























































表 8 ｢生産対策活動｣ における活動のポイント (54 期前期)
○グローバルでの厳しい競争に勝ち抜くための取り組みである､ 生産体制の再構築について､ 会社が進め
る施策のフォローに加え､ 組合員や職場への影響や職場実態を把握し､ 課題があればすぐに会社と議論｡
○需要変動があるなかでも､ 安全・品質を大前提とし､ 職場力を一層高めながら､ 需給・設備・要員・稼







○応援出向については､ 連絡員を配置し､ 出向者の声の吸い上げを行うとともに､ 働き方について実態を
確認｡ 課題があれば､ すぐに会社と議論｡
出所：トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.1062､ 2012 年 9 月 5 日より作成｡
表 9 ｢経営のカウンターパート機能の発揮｣ における基本的な考え方 (54 期後期)
































いう､ ゆめ W の枠組み全体を通じて､ 『組
合員のトータルで見たゆとり・豊かさのある




























52 54 期前期との比較を行わないのは記述がほとんど同じためである｡ したがって､ 内容もほぼ同じである
と考えられる｡
53 トヨタ自動車労働組合 『第 80 回 定期大会議案書 54 期後期』 2013 年 10 月 19 日､ 40 ページ｡
表 10 ｢生産対策活動｣ における活動のポイント (54 期後期)
<グローバルでの競争力強化への取り組み>













図 2 ゆめＷの枠組みにおける取り組み内容 (54 期後期)
<ゆめＷの枠組みに基づいた取り組みの推進 (労働政策分野) >
○以下の観点から'14 ゆめＷに取り組む｡
① ｢組合員とその家族の真の幸せの実現｣ と ｢グローバルトヨタ発展｣ の両立
②中長期にわたった労働条件の維持・向上の実現
③取り巻く環境 (組合員のニーズ､ 社会､ 経済情勢､ 上部団体との連携など) との整合性
<有期契約の組合員に関する取り組み>
○スキルド・パートナー会員､ パートタイマー会員､ シニア期間従業員会員､ 準社員に対しても､ ゆめＷ
に取り組み､ ｢各会員のトータルで見たゆとり・豊かさのある生活の実現｣ を目指す｡






























表 11 働き方要求・協議における基本的な考え方 (54 期後期)
○ゆとり・豊かさを実感できる生活の実現のためには､ 賃金や一時金といった基本的な労働条件に加えて､
｢ワーク・ライフ・バランス｣ を念頭に､ 質・量両面で幅広い労働条件 (職場環境､ 意識､ 風土､ 各種
制度など) に取り組み､ 更なる意欲・活力につなげていくことが不可欠｡




出所：図 2に同じ､ 48 ページ｡




























表 12 は､ '12 ゆめＷ (53 期後期) におけ





●2013 年より､ 老齢厚生年金の支給開始年齢の段階的な引き上げが始まる｡ 世界に類を見ないスピードで少子高齢化が進
行している日本社会においては､ 年金や医療などの社会保障制度の見直しやその財源確保のための見直しは避けられず､
将来への不安は増している｡
●一方､ 厚生労働省の労働政策審議会では政労使により ｢今後の高年齢者雇用対策｣ の議論がなされ､ ｢希望者全員の 65
歳までの雇用確保措置｣ と ｢生涯現役社会の実現に向けた環境の整備｣ といった課題に対し､ ｢高年齢者再雇用に関す





●そうした環境の実現が､ 将来にわたって安心して働くことができ､ 定年後も含めた全ての働く者の意欲・活力を高め､ 持
てる能力・経験を最大限に発揮することに繋がり､ ひいては､ ｢トヨタの競争力の向上｣ を果たすことへ繋がると考える｡
●定年後における個々人が望む生き方・働き方は多様である｡
●しかしながら､ その選択肢の幅は個々人の ｢生活基盤｣ の状況によって大きく変わるといえる｡
生活基盤としては大きく 3つの柱があると考える｡
1. 2013 年問題などの社会環境を踏まえ､ 収入面を支える資産形成
2. 定年後もいきいき生活できる健康・体力
3. 個々人が定年後もこころの豊かさを実現するための活躍の場､ 目標づくり
●生活基盤としての上記 3つの柱を強くすることが､ 望む生き方・働き方の選択肢を“自ら”広げ､ 自ら積極的に選択す
るからこそ､ モチベーション高く､ その能力・経験を最大限発揮することに繋がるものだと考える｡
●今後も少子高齢化が進行し､ 社会保障制度や税制の見直しが避けられないことを考えると､ ｢生活に対する備え｣ の必
要性は重みが一層増している｡
●このような社会環境の変化を踏まえれば､ ｢生活基盤｣ を支える 3 つの柱はいずれも大事であるが､ 特に定年後を見据
えた ｢資産形成｣ について､ 個々人の自助努力も含め､ 重点的に取り組むべき喫緊の課題であると考える｡
●既に定年後を見据えた資産形成のための福利厚生制度はあるものの､ 昨今の環境変化の中においても､ 定年時､ 定年後
に振り返って ｢トヨタで働いてきて良かった｣ と感じ､ 真に個々人が望む道を選択することができるよう､ より効果的
な施策をトヨタ労使で目指すことが望まれる｡
(3) 要求の細部
出所：トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 N0.1036 ､ 2012 年 2 月 2 日｡
表 12 '12 ゆめW要求における働き方要求 (案)
組合員が､ 将来にわたって安心して仕事に打ち込むことができ､ 定年後も充実した生き方や働き方が実現できるよう､
｢生活基盤｣ を自ら考え､ 整えていくための支援として､ ｢資産形成｣ に重点を置き､ 会社施策の充実・拡大を図ること｡
①高年齢者雇用を取り巻く社会の動向とトヨタ労使が取り組むべき課題
②定年後の生き方・働き方を自ら積極的に選択するための ｢生活基盤｣ の重要性
③ ｢生活基盤｣ の 3つの柱の中でも ｢資産形成｣ を重点的に取り組む必要性






表 13 働き方の変革 (事技職・業務職) における ｢メリハリのある働き方｣ のポイント
要求・協議内容
'03 ①勤務時間管理の徹底・②年休取得促進・③職場環境 (温度・スペース) [要求]
'04 ①負荷適正化・②メンタルヘルスケア [要求]







































○ ｢更なる人材育成の取り組みの前進｣ をテーマに職場討議したが､ 要求・
協議は行わず､ '10 ゆめWでの会社施策を､ 各支部・職場での話し合い

















専門委員会を設置し (5 月)､ ｢資産形成｣､ ｢働き方｣ に関する課題を整理｡
以降､ 各々小委員会において､ 具体的な協議を進めている (｢資産形成｣
小委員会＃1～＃8､ ｢働き方｣ 小委員会＃1～＃3を実施)｡
出所：トヨタ自動車労働組合 『第 80 回 定期大会議案書 54 期後期』 2013 年 10 月 19 日､ 49 ページ｡

































1,952 時間 (244 日) となっています｡ 但し､
Ｐ部門区分Ａの連続 2交替勤務については､






して仕事に打ち込むことができ､ 定年後も含め､ 意欲・活力を高め､ 持てる能力・経験を最大限発揮で
きる｣ という考えに基づくものである｡
◇定年後の生き方・働き方の選択肢を広げられるよう､ 2013 年問題などの取り巻く社会環境変化から ｢資
産形成｣ が非常に重要であること､ またその支援の必要性について主張｡ 会社も ｢社内貯蓄制度の活用｣
や ｢DC年金制度に対する従業員の意識｣ などの課題認識を示した上で､ 組合提案の取り組みを検討して
いく考えを示した｡
◇本交渉を通じて､ 個々人が将来について改めて見つめ直すきっかけになったと考える｡ 誰もが訪れる定
年後を､ 自分ごととして捉えることが何より重要である｡ 今後の協議では､ 職場の意見も聞きながら進
めていく｡ 一人ひとりの主体的な参画をお願いしたい｡ 定年後に振り返って ｢トヨタで働いてきてよかっ
た｣ と思える施策の具体化に向け､ 労使で知恵を出し合い､ 幅広い視点で協議していく｡
◇なお､ 高齢者雇用に関しては､ 職場環境改善など､ 実効性ある取り組みをスピード感をもって進める必
要性について言及｡ 会社はいきいき働くことができる環境づくりとして､ ハード面整備をより一層進め
るとともに､ ソフト面の取り組みも強化していくとの考えを示した｡ また､ 高齢者雇用に関する法改正
の動向も見極めながら､ 今後､ 再雇用制度についても議論していく｡
出所：トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.1051－①､ 2012 年 3 月 15 日｡
表 14 '12 ゆめＷの ｢働き方｣ (報告)
〈会社回答〉
▼組合員が､ 将来にわたって安心して仕事に打ち込むことができ､ 定年後も充実した生き方や働き方が
実現できるよう､ ｢生活基盤｣ を自ら考え､ 整えていくための支援として､ ｢資産形成｣ に重点を置き､
会社施策の充実・拡大を進めていく｡
▼尚､ 具体的な取り組み細部については､ 労使専門委員会を設置の上､ 集中的に協議し､ 早期に会社施
策として立案し､ 推進する｡
は､ 1,881 時間 (198 日) となっています｣54｡
リーマン・ショックやタイの洪水､ 東日本
大震災の影響等により､ 所定外労働時間数は
2011 年度までは 200 時間を下回っているも
のの､ 2009 年度から一貫して増加傾向にあ
ることは間違いない｡ 技能系労働者に限って








応が迫られた 2011 年度の人数は､ 前年 2010
年度と比較すると 1000 人以上増加し 2012 年
度には 624 人の減少がみられる｡ しかし､ 直
近の 2013 年度は再び増加しており人数はつ
いに 4000 人を超えている｡
また､ 360 時間超え人数のピーク ｢'01 年
度 2515 人 ､ '02 年度 5,900 人 ､ '03 年度
10,375 人､ '04 年度 6,562 人｣57に比べると少
ないが､ 2002 年度の数値に近づきつつある｡
さらに､ 若干無理はあるが､ '03 年度第
1～2 四半期の所定外労働時間 180 時間超え
の人数､ すなわち 360 時間超え予備軍との比
中京企業研究20
表 15 トヨタの年間労働時間数
2009 年度 2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度
所定外労働時間 140.2 時間 166.6 時間 199.6 時間 215.5 時間 235.2 時間
総労働時間 1877.1 時間 1897.3 時間 1914.2 時間 1946.7 時間 1960.6 時間
出所：トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.1053､ 2012 年 5 月 8 日､ No.1090－①､
2013 年 5 月 7 日､ No.1128－①､ 2014 年 5 月 7 日より作成｡
54 トヨタ自動車労働組合 『第 55 期前期 For You』 68 ページ｡
55 拙稿 ｢トヨタの生産方式と労働時間｣ 189 ページ参照｡
56 トヨタ自動車労働組合 『第 79 回 定期大会議案書 54 期前期』 2012 年 10 月 13 日､ 25 ページ｡
57 拙稿 ｢トヨタの働き方の変化｣ 38 ページ｡ ただし技能系と事技系の内訳は不明である｡




事 技 技 能 複数年 (内数)
2007 1,684 1,381 303 412
2008 893 858 35 250
2009 690 621 69 130
2010 2,352 2,208 144 343
2011 3,702 3,322 380 1,171
2012 3,078 2,839 239 1,165
2013 4,117 3,452 665
出所：トヨタ自動車労働組合 『第 79 回 定期大会議案書 54 期前期』 2012 年 10 月 13 日､ 25 ペー
ジ､ 『第 80 回 定期大会議案書 54 期後期』 2013 年 10 月 19 日､ 25 ページ､ 『評議会ニュー
ス』 No.1128－①､ 2014 年 5 月 7 日より作成｡
較をしてみると､ 180 時間超えの人数は
12,743 人であり､ 内訳は技能系 7,898 人､ 事





























・45 時間超の時間に対し､ 8 時間ごとに 1日
▽3ヵ月ごとに算出
(4-6 月､ 7-9 月､ 10-12 月､ 1-3 月)







出所：トヨタ自動車労働組合 ｢評議会ニュース｣ No.1033､ 2011 年 12 月 13 日から作成した｡
58 拙稿 ｢トヨタの生産方式と労働時間｣ 233 ページ｡
59 杉山 直 ｢赤字業績下におけるトヨタの労使関係｣ 猿田正機編著､ 杉山 直・浅野和也・宋 艶苓・櫻井
善行著 『逆流する日本資本主義とトヨタ』 税務経理協会､ 2014 年､ 82 ページ｡
表 17-② 36 協定の見直し (年間限度超え)












申請期限 ▽限度超え前月の暦日 22 日








実施時期 ▽翌年度の 4-5 月ころ
出所：図表 14-1 に同じ｡
注 ：杉山 直 ｢赤字業績下におけるトヨタの労使関係｣ 猿田正機編著､ 杉山 直・浅野和也・宋 艶苓・























ために労働者を 『参加』 させ､ 『自律性』 を






表面化しにくい｡ だが､ 改善によっても､ 吸
収しきれない負担が確実に増え続けているの






































60 伊原亮司 『トヨタの労働現場』 桜井書店､ 2003 年､ 154 ページ｡
61 ジェフリー・Ｋ・ライカー・マイケル・ホセウス著､ 稲垣公夫訳 『トヨタ経営大全② 企業文化 (上)』
日経 BP社､ 2009 年､ 370～371 ページ｡











































63 詳細は､ 労働政策研究・研修機構 『働き方の現状と意識に関するアンケート調査結果 (調査シリーズ
No.20)』 2006 年を参照されたい｡
64 小倉一哉・藤本隆史 ｢正社員の働き方の多様性と問題点｣ 労働政策研究・研修機構編 『多様な働き方の
実態と課題』 2007 年､ 127 ページ｡
